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業務の適正を確保するための体制およびその運用状況
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業務の適正を確保するための体制およびその運用状況、連結株主
資本等変動計算書、連結注記表、株主資本等変動計算書及び個別
注記表につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、
イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.kyowa-ei.com/jpn/ir/index.html）に掲載し、
株主の皆様に提供しております。



1 KYOWA ELECTRONIC INSTRUMENTS CO., LTD.

業務の適正を確保するための体制およびその運用状況

業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確

保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 当社ならびに当社の子会社（以下「当社グループ」という）の取締役、執行役員その他これらの者に相
当する者（以下「取締役等」という）および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確
保するための体制
Ⅰ 当社は、社是、信条、企業理念ならびに経営の基本方針を示す「当社の企業倫理と行動基準」を制
定し、当社グループの取締役等および使用人に法令と社会倫理の遵守を企業活動の原点とすることを
周知徹底する。

Ⅱ 当社は、コンプライアンスを体系的に規定するコンプライアンス基本規定を取締役会にて定める。
Ⅲ 代表取締役社長は、コンプライアンス全体の統括責任者を任命し、統括責任者はコンプライアンス
体制の構築、維持・整備にあたる。

Ⅳ 統括責任者は、定期的に当社グループのコンプライアンス体制整備についてレビューし、その結果
を常務会、取締役会に報告する。

Ⅴ 当社は、コンプライアンス全体を統括する組織としてコンプライアンス委員会を設置し、コンプラ
イアンスに係わる行動計画を策定する。また、その下に当社各部門の代表者および子会社の代表者で
構成されるコンプライアンス担当者会議を設置し、行動計画に基づくコンプライアンス教育の実施、
コンプライアンス違反の有無の確認、他社事例の研究等、問題点の把握と改善に取り組む。

Ⅵ 当社グループは、取締役等および使用人が企業倫理・行動基準に違反する行為やその疑いのある行
為を発見した場合に直接通報・相談することができるホットラインを設置する。会社は通報内容を秘
守し、通報者に対し不利益な扱いは行わない。

② 取締役の職務執行に係わる情報の保存および管理に関する体制
Ⅰ 取締役は、職務の執行に係わる以下の重要な文書および重要な情報を、社内規定に基づき担当職務
に従い適切に保存し管理する。
・株主総会議事録と関連資料
・取締役会議事録と関連資料
・取締役が主催するその他の重要な会議の記録および関連資料
・取締役を決定者とする決定書類および付属書類
・その他取締役の職務執行に関する重要な文書
Ⅱ 取締役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。
Ⅲ 上記に定める文書の保管期限は、法令に別段の定めのない限り、社内規定の定めるところによる。
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③ 当社グループの損失の危険に関する規定その他の体制
Ⅰ 当社は、リスク管理を体系的に規定するリスク管理基本規定を取締役会にて定める。
Ⅱ 代表取締役社長は、リスク管理全体の統括責任者を任命し、統括責任者はリスク管理体制の構築、
維持・整備にあたる。

Ⅲ 統括責任者は、リスク管理委員会を定期的に開催し、当社グループのリスク管理の体制整備につい
てレビューを行い、その結果を常務会、取締役会に報告する。

Ⅳ 当社は、リスク管理全体を統括する組織としてリスク管理委員会を設置し、リスク管理に係わる行
動計画を策定する。また行動計画に基づき、リスクの洗い出し、リスクの評価、重点管理リスクの軽
減等に取り組む。

Ⅴ 不測の事態が発生した場合は、経営危機管理規定に従い、代表取締役社長の指揮下に経営危機対策
本部を設置し、迅速・適切な対応を行い、損害の拡大を防止する体制を整える。

④ 当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
Ⅰ 当社は、取締役会を原則毎月開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督等を行
う。

Ⅱ 当社は、取締役会の機能を強化し経営効率を向上させるため、常務会および執行役員会を定期的に
開催し、業務執行に関する基本的事項および重要事項について報告するとともに機動的に意思決定を
行う。

Ⅲ 業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ、当社で中期経営計画および年度事業計画を作成
し、当社グループの目標を設定する。また、当社の子会社管理部門より各子会社へ当該計画を周知徹
底し、各子会社においては当該計画に基づいて事業計画等を作成する。

Ⅳ 当社各部門の代表者は、方針管理規定に基づき事業年度の目標達成に向け具体的な実行計画を作成
し、実行を推進する。

⑤ 当社および当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
Ⅰ 当社が定める「当社の企業倫理と行動基準」は、当社グループ各社共通の業務運営方針を定めたも
のであり、これを基本にして当社グループ各社が諸規定を定めるものとする。

Ⅱ 当社は、子会社に役員を配置し、子会社が当社の経営方針に沿って適正に運営されていることを確
認する体制をとる。

Ⅲ 当社は、子会社の経営についてはその自主性を尊重する。一方、子会社は、当社に事業内容、財務
内容を定期に報告し、業務上重要事項が発生した場合は都度報告し、重要案件については事前協議を
行うこととする。
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⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項
Ⅰ 当社は、監査等委員会の職務を補助すべき取締役は置かない。
Ⅱ 当社は、監査等委員会が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査等委員会と協議の
上、必要な知見を持った使用人を置くこととする。

⑦ 前項2号の使用人に対する取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項および
当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
Ⅰ 前項にいう監査等委員会の職務を補助するためにする事務について、監査等委員会は、指示により
事務内容について使用人に守秘義務を課すことができる。

Ⅱ 監査等委員会が指定する補助すべき期間中は、任命された使用人への指揮権は監査等委員会に移譲
されたものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性を確保する。

Ⅲ 監査等委員会が指定する補助すべき期間中における、任命された使用人の人事評価および異動は、
監査等委員会の意見を尊重して決定する。

⑧ 当社グループの取締役等および使用人が当社の監査等委員会に報告するための体制および監査等委員会
への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体
制
Ⅰ 当社グループの取締役等および使用人は、法令等の違反行為等、当社グループに重大な損害を及ぼ
すおそれのある事実を発見次第、使用人は速やかに当社各部門の代表者または子会社の代表者に報告
を行い、報告を受けた者および取締役等はコンプライアンス統括責任者に報告するものとする。報告
を受けたコンプライアンス統括責任者は、当社の代表取締役社長に報告するとともに、以下に定める
事項について、監査等委員会に対して報告を行う。
・会社の業績に大きな影響を与える事項
・会社の信用を大きく低下させる事項
・法令、定款、「当社の企業倫理と行動基準」への違反で重大な事項
・その他上記に準ずる事項
Ⅱ 前項の報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由とした不利益な処遇は、公益通報者保護法
に基づき一切行わない。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制および監査等委員の職務の執
行について生じる費用等の処理に係る方針
Ⅰ 監査等委員は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会および常務
会等の重要会議に出席することができる。

Ⅱ 監査等委員会は、業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役等および使用人に説
明を求めることができる。
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Ⅲ 監査等委員会は「監査等委員会規則」および「監査等委員会監査等基準」に基づく独立性と権限に
より、監査の実効性を確保するとともに、内部監査室および会計監査人と連携を保ちながら自らの監
査成果の達成を図る。

Ⅳ 監査等委員の職務の執行について生じる費用については、所定の手続きに従って当社が支払うもの
とする。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
Ⅰ 当社グループの財務報告の作成にあたっては、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準および
財務報告を規制する法令に準拠した経理規定を定める。

Ⅱ 代表取締役社長は、財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの整備状況および運用状
況について自ら評価し、内部統制報告書として結果報告を行うとともに、不備事項については適時に
改善を実施する。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた体制
当社は、コンプライアンスへの重要な取り組みとして、暴力団等の反社会的勢力との関係遮断には毅

然とした態度で臨む。またその旨を「当社の企業倫理と行動基準」の中に定め、当社グループの取締役
等および使用人への周知を徹底するとともに、顧客や取引先との契約に際しては、反社会的勢力排除に
関する条項を取引基本契約書等の中に規定してその排除に努める。さらに当社は、警察等関連機関を通
じて不当要求等への適切な対応方法や関連情報の収集を行い、事案の発生時には、同機関や顧問弁護士
と緊密に連携して、速やかに対処できる体制を構築する。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社業務の適正を確保

するための体制についての当期運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 内部統制システム全般
当社グループの内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査室および内部統制評価委員

会がモニタリングし、改善を進めております。

② コンプライアンス体制
当社は、コンプライアンスプログラムに基づき、当社グループの取締役等および使用人に対し、その

階層に応じて必要なコンプライアンスについて、社内研修での教育および会議体での説明を行い、法令
および定款を遵守するための取り組みを継続的に行っております。また、当社はホットライン運営要領
により相談・通報体制をもうけており、当社グループ各社もこの相談・通報体制を利用することでコン
プライアンスの実効性向上につとめております。

③ リスク管理に対する取り組み
当社は、リスク管理プログラムに基づき、リスク管理委員会を定期的に開催し、当社グループにおけ

る重点管理リスクへの対応状況のモニタリング等、リスク管理体制の運用状況の確認を行っております。

④ 内部監査に対する取り組み
内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社グループの内部監査を実施しております。

⑤ 監査等委員会の取り組み
監査等委員は、取締役会および常務会等の重要会議に出席し、取締役および執行役員より業務執行の

報告を受け、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握しております。また、稟議書類等業務
執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役等および使用人に説明を求めております。監査
等委員会は、内部監査室および会計監査人との連携を保ちながら自らの監査の実効性向上および監査成
果の達成をはかっております。
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連結株主資本等変動計算書 (20212021
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2021 年 １ 月 １ 日 残 高 1,723,992 1,854,080 12,341,555 △158,576 15,761,052

連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △276,219 △276,219

親会社株主に帰属する当期純利益 694,527 694,527

自 己 株 式 の 取 得 △17 △17

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 418,307 △17 418,290

2021 年 12 月 31 日 残 高 1,723,992 1,854,080 12,759,863 △158,593 16,179,342

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

2021 年 １ 月 １ 日 残 高 490,163 35,652 89,800 615,616 92,333 16,469,002

連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △276,219

親会社株主に帰属する当期純利益 694,527

自 己 株 式 の 取 得 △17

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額) 136,008 48,449 4,345 188,803 15,807 204,610

連結会計年度中の変動額合計 136,008 48,449 4,345 188,803 15,807 622,901

2021 年 12 月 31 日 残 高 626,172 84,102 94,145 804,420 108,141 17,091,904
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連結注記表
１．継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ９社
連結子会社の名称 ㈱山形共和電業、㈱共和計測、㈱ニューテック

㈱甲府共和電業
㈱共和サービスセンター
タマヤ計測システム㈱
共和電業(上海)貿易有限公司
KYOWA AMERICAS INC.
KYOWA DENGYO (THAILAND) CO., LTD.

（2）主要な非連結子会社の状況
該当事項はありません。

（3）持分法の適用に関する事項
持分法適用の非連結子会社および関連会社はありません。

（4）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社９社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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（5）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準および評価方法
有価証券
子会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

たな卸資産 主として移動平均法による原価法
(収益性の低下による簿価切下げの方法)

② 重要な固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
(リース資産を除く)

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）ならびに2016年４月以降に取得した建物附属
設備および構築物については、定額法を採用しております。
なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。
無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
リース資産 所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。
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③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。
賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。
役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。
執行役員賞与引当金

執行役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しており
ます。
役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支
給額を計上しております。
執行役員退職慰労引当金

執行役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末
要支給額を計上しております。
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④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生
の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計
上しております。
なお、一部の連結子会社は退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退
職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適
用しております。
完成工事高および完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい
ては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事について
は工事完成基準を適用しております。
重要なヘッジ会計の方法
1) ヘッジ会計の方法
金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため特例処理を採用して
おります。
2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息
3) ヘッジ方針
金利変動による借入債務の金利負担増大の可能性を減殺するために行っておりま
す。
4) ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ有効性評価については、明らかに高い有効性が認められるため評価を省略し
ております。
消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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３．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

４．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）

を当連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積
りに関する注記を記載しております。

５．会計上の見積りに関する注記
①たな卸資産
・当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額3,691,543千円
・識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
たな卸資産は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によって算定し、期末における正

味販売価額が取得原価を下回っている場合には、正味販売価額を帳簿価額としております。
また、営業循環過程から外れて滞留するたな卸資産については、一定の滞留期間を超える
場合に規則的に帳簿価額を切下げる処理を行っております。滞留期間については、当社製
品の販売予測を反映した上で仮定しており、市場環境の悪化等により仮定と異なる結果と
なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、たな卸資産に重要な影響を及ぼす
可能性があります。
②繰延税金資産の回収可能性
・当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額190,438千円
・識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産は、将来の事業計画に基づく課税所得を見積り算定しております。当該見

積りは、事業環境などの変化によって当該前提条件を見直すことが必要となった場合、翌
連結会計年度の連結計算書類において繰延税金資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性が
あります。
③新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り
新型コロナウイルス感染症の収束時期を予測することは困難であり、2022年度におい

ても一定の影響を及ぼすことが予想されるため、2022年12月期下期に回復していくこと
を前提として、たな卸資産の評価および繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを
行っております。
なお、新型コロナウイルス感染症の更なる拡大や長期化による経済活動への影響は不確

実性が高いため、経営成績がこれらの見積りや前提と異なる可能性があります。



KYOWA ELECTRONIC INSTRUMENTS CO., LTD. 12

６．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 8,970,239千円

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数
（千株）

増加株式数
（千株）

減少株式数
(千株）

当連結会計年度
末株式数
（千株）

発行済株式 普通株式 28,058 － － 28,058

自己株式 普通株式 436 0 － 436
(注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

（2）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
決 議 株式の種類 配当金の総額

(千円)
１株当たりの
配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年３月30日
定時株主総会 普通株式 276,219 10 2020年

12月31日
2021年
3月31日

(3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2022年３月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配当額(円) 基準日 効力発生日

2022年３月30日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 303,841 11 2021年

12月31日
2022年
3月31日
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８．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品に限定しております。ま
た、デリバティブは、後述するリスクを回避するために使用しており、投機的な取引は
行わない方針であります。
② 金融商品の内容およびリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。
有価証券は、短期運用目的の譲渡性預金であり、安全かつ流動性の高いものでありま
す。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに
さらされております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であり

ます。
借入金の使途は運転資金および設備等投資資金であり、返済期日は最長で約４年であ

ります。借入金の一部は金利の変動リスクにさらされております。
③ 金融商品に係る管理体制
1)信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権の信用リスクに対して、社内規定に基づき、外部信用調査機関の信用情
報を基に与信枠を設定し与信管理を行っております。
2)市場リスク(市場価格や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券につきましては、定期的に時価や取引先企業の財務状況等を把握し
ております。一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施
して支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引(金利スワッ
プ取引)をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性の評価方法について
は、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性
の評価を省略しております。
3)資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

営業債務や借入金の流動性リスクに対して、月次で資金繰計画を作成するなどの
方法により管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合は合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで
いるため、異なる前提条件を採用することにより当該価額が変動することもあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりであります。
連結貸借対照表
計上額(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1)現金及び預金 6,889,733 6,889,733 －
(2)受取手形及び売掛金 4,786,488 4,786,488 －
(3)有価証券 800,000 800,000 －
(4)投資有価証券 1,685,566 1,685,566 －
資産計 14,161,788 14,161,788 －
(1)支払手形及び買掛金 1,519,009 1,519,009 －
(2)短期借入金 1,600,000 1,600,000 －
(3)長期借入金(※) 50,000 50,000 －
負債計 3,169,009 3,169,009 －
デリバティブ取引 － － －

(※)１年内返済予定の長期借入金を含めております。
(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資 産
(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。
(3)有価証券
短期運用目的の譲渡性預金であり短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
(4)投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。
負 債
(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。
(3)長期借入金
時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。
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デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体

として処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しており
ます。

２．非上場株式(連結貸借対照表計上額2,200千円)は市場価格がなく、時価を把握する
ことが極めて困難と認められることから、「(4)投資有価証券」には含めておりませ
ん。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 614円86銭
（2）１株当たり当期純利益 25円14銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 (20212021
年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

2021 年 １ 月 １ 日 残 高 1,723,992 1,759,161 94,919 1,854,080

事 業 年 度 中 の 変 動 額

買換資産圧縮積立金の取崩

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － －

2021 年 12 月 31 日 残 高 1,723,992 1,759,161 94,919 1,854,080
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株 主 資 本

利 益 剰 余 金

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金

買換資産圧縮積立金 別 途 積 立 金 繰越利益剰余金 合 計

2021 年 １ 月 １ 日 残 高 327,360 45,439 8,542,000 735,892 9,650,692

事 業 年 度 中 の 変 動 額

買換資産圧縮積立金の取崩 △2,212 2,212 －

剰 余 金 の 配 当 △276,219 △276,219

当 期 純 利 益 593,041 593,041

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － △2,212 － 319,033 316,821

2021 年 12 月 31 日 残 高 327,360 43,227 8,542,000 1,054,926 9,967,513



KYOWA ELECTRONIC INSTRUMENTS CO., LTD. 18

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2021 年 １ 月 １ 日 残 高 △158,576 13,070,189 490,163 490,163 13,560,353

事 業 年 度 中 の 変 動 額

買換資産圧縮積立金の取崩 －

剰 余 金 の 配 当 △276,219 △276,219

当 期 純 利 益 593,041 593,041

自 己 株 式 の 取 得 △17 △17 △17

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額) 136,008 136,008 136,008

事業年度中の変動額合計 △17 316,803 136,008 136,008 452,812

2021 年 12 月 31 日 残 高 △158,593 13,386,993 626,172 626,172 14,013,165
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個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）有価証券の評価基準および評価方法
① 子会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
（2）たな卸資産の評価基準および評価方法

製品・商品・仕掛品・原材料・貯蔵品 移動平均法による原価法
(収益性の低下による簿価切下げの方法)

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）ならびに2016年４月以降に取得した建物
附属設備および構築物については、定額法を採用しており
ます。
なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。
② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。
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（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。
③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
④ 執行役員賞与引当金

執行役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

⑤ 退職給付引当金
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年
度から費用処理することとしております。

⑥ 役員退職慰労引当金
役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を

計上しております。
⑦ 執行役員退職慰労引当金

執行役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給
額を計上しております。

（5）収益および費用の計上基準
完成工事高および完成工事原価の計上基準
当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基
準を適用しております。
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（6）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため特例処理を採用してお
ります。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

③ ヘッジ方針
金利変動による借入債務の金利負担増大の可能性を減殺するために行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ有効性評価については明らかに高い有効性が認められるため評価を省略してお
ります。

（7）消費税等の処理方法
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

３．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

４．表示方法の変更に関する注記
(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用)
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年３月31日)
を当事業年度に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載
しております。

５．会計上の見積りに関する注記
①たな卸資産
・当事業年度の計算書類に計上した金額 2,991,320千円
・識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
たな卸資産は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によって算定し、期末における正

味販売価額が取得原価を下回っている場合には、正味販売価額を帳簿価額としておりま
す。また、営業循環過程から外れて滞留するたな卸資産については、一定の滞留期間を超
える場合に規則的に帳簿価額を切下げる処理を行っております。滞留期間については、当
社製品の販売予測を反映した上で仮定しており、市場環境の悪化等により仮定と異なる結
果となった場合、翌事業年度の計算書類において、たな卸資産に重要な影響を及ぼす可能
性があります。
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②繰延税金資産の回収可能性
・当事業年度の計算書類に計上した金額 171,703千円
・識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産は、将来の事業計画に基づく課税所得を見積り算定しております。当該見

積りは、事業環境などの変化によって当該前提条件を見直すことが必要となった場合、翌
事業年度の計算書類において繰延税金資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性がありま
す。
③新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り
新型コロナウイルス感染症の収束時期を予測することは困難であり、2022年度におい

ても一定の影響を及ぼすことが予想されるため、2022年12月期下期に回復していくこと
を前提として、たな卸資産の評価および繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを
行っております。
なお、新型コロナウイルス感染症の更なる拡大や長期化による経済活動への影響は不確

実性が高いため、経営成績がこれらの見積りや前提と異なる可能性があります。

６．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 8,144,611千円

（2）関係会社に対する金銭債権および債務
短期金銭債権 296,880千円
長期金銭債権 90,000千円
短期金銭債務 614,335千円

７．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
（1）営業取引による取引高

①売上高 688,326千円
②仕入高 5,107,893千円
③販売費及び一般管理費 23,601千円

（2）営業取引以外の取引高 404,485千円

８．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類および株式数
普通株式 436,858株
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９．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産
未払事業税等 12,536千円
賞与引当金 40,392千円
たな卸資産評価減 51,281千円
退職給付引当金 411,037千円
役員退職慰労引当金 33,639千円
投資有価証券評価損 79,825千円
その他 90,784千円
繰延税金資産小計 719,496千円
評価性引当額 △122,035千円
繰延税金資産合計 597,461千円
繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 19,077千円
その他有価証券評価差額金 276,353千円
前払年金費用 129,950千円
その他 376千円
繰延税金負債合計 425,758千円

繰延税金資産の純額 171,703千円
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10．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

属 性 会社等の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額
(千円)
(注４)

科 目
期末残高
(千円)
(注４)

子会社 株式会社
山形共和電業

所有
直接 100％ 当社製品の製造

原材料の有償支給(注１) 928,635 未収入金 165,889

製品仕入等(注２) 2,392,970
買掛金 168,123
未払費用 6,141

不動産の賃貸(注３) 90,000 ― ―

子会社 株式会社
甲府共和電業

所有
直接 100％ 当社製品の製造

原材料の有償支給(注１) 1,006,039 ― ―

製品仕入等(注２) 1,322,917
買掛金 151,633
未払費用 5,780

不動産の賃貸(注３) 38,376 ─ ─
取引条件および取引条件の決定方針等
(注１) 原材料の有償支給は、原価を勘案して、価格を決定しております。
(注２) 製品仕入等は、労務費等の総原価を勘案して、価格を決定しております。
(注３) 不動産の賃貸は、市場実勢を勘案して、合理的に決定しております。
(注４) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

11．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 507円32銭
（2）１株当たり当期純利益 21円47銭

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。


